
 

予 算 要 求 資 料 

令和３年度当初予算   支出科目 款：商工費 項：商工費 目：工鉱業振興費    

事業名 次世代自動車推進費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

             商工労働部 新産業・エネルギー振興課 エネルギー係 

                          電話番号：058-272-1111（内 2934） 

                   E-mail： c11353@pref.gifu.lg.jp 

 

１ 事業費  570 千円（前年度予算額：1,013 千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 1,013 0 0 0 0 0 0 0 1,013 

要求額 570 0 0 0 0 0 0 0 570 

決定額 570 0 0 0 0 0 0 0 570 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

岐阜県では「岐阜県次世代エネルギービジョン」に基づく運輸部門の省エネ

ルギー対策の一環として、電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車

（PHV）、燃料電池自動車（FCV）をはじめとする次世代自動車の本格的な普及

に向けて各種施策に取り組んでいる。 

平成 27 年度からは、水素ステーション整備事業者に対する支援制度を設け、

県公用車としても FCV を導入し、市町村等が主催するイベントにおいて展示・

試乗会を行うなど普及啓発に取り組んでいる。 

また、外部給電装置（パワームーバー）を利用して、大電力を供給できる機

能を持つことから、防災イベントなどに出展し、災害発生時の非常用電源とし

ての活用についてＰＲしている。 

  

（２）事業内容 

次世代自動車（公用車）の維持管理及び展示・PR 

次世代自動車普及のために県が導入した EV（アイミーヴ）・FCV（MIRAI）

の維持管理及び市町村等への貸し出し・PR を行う。 

 

 



 

 

（３）県負担・補助率の考え方 

 県のエネルギー施策の基本方針となる「岐阜県次世代エネルギービジョ

ン」の重点プロジェクトである次世代エネルギーの定着を推進するため、県

内各地において次世代自動車の普及を推進する必要があることから、県負担

は妥当である。 

 

（４）類似事業の有無 

  無 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額（千円） 事業内容の詳細 

旅費 20 旅費 

需用費 490 公用車燃料費、修繕費 

役務費 60 タイヤ交換実施費、通信運搬費 

合計 570  

  

 決定額の考え方  

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

【岐阜県次世代エネルギービジョン（平成 28 年 3 月策定）】 

・FCV の普及を中心とした次世代エネルギーの使用定着を３つの重点プロ

ジェクトの一つとして推進することを定めている。 

 

（２）国・他県の状況 

経済産業省が 2018 年未来投資戦略にて、2030 年に全国で EV・PHV の普及率

20～30％（現在 1.3%）、FCV3%（現在 0.02%）を目標に掲げている。 

 



 

 

事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 
□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか 

 経済産業省が 2018 年未来投資戦略にて示した 2030 年に新車販売ベースで

EV・PHV の普及率 20～30％、FCV3%を当県でも達成する。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業 

開始前 
指標の推移 現在値  目 標 達成率 

EV・PHV の 

導入台数 

－    

（H ） 

4,903 台 

（H29） 

5,889 台 

（H30） 

6,664 台 

（R1） 

366,300 台

（R12） 
1.8％ 

FCV の 

導入台数 

－ 

（H ） 

53 台 

（H29） 

57 台 

（H30） 

59 台 

（R1） 

8,475 台 

（R12） 
0.7％ 

○指標を設定することができない場合の理由 

（前年度の取組） 

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等） 

 各種イベント・会議を開催した。 

・市町村イベント等への次世代自動車展示及び試乗会  2 回 

・公用車利用により次世代自動車への PR 活動実施 約 182 回 

（前年度の成果） 

・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果 

 県内における EV・PHV の導入台数が増加した。FCV については、MIRAI の

フルモデルチェンジに伴い、生産終了となったため、導入が停滞したと考察

される。 

・EV・PHV の普及台数  5,889 台(H30)→6,664 台(R1) 

  ・FCV の普及台数      57 台(H30)→  59 台(R1) 

（(一社）次世代自動車振興センター補助金交付台数、およびメーカー聞き

取りより) 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 事業の評価と課題 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

 ○：必要性が高い  △：必要性が低い 

(評価) 

○ 

 

次世代自動車はまだまだ導入台数が少なく、かつ技術的に発展

途上の段階にあり、産業として育つまでは県が積極的な普及促進

を促すことが不可欠である。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

 ○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている 

 △：まだ期待どおりの成果が得られていない 

（評価） 

 

○ 

 

県内における次世代自動車の導入台数は、 

EV・PHV ／ 4,903 台(H29)→6,664 台(R1) 

FCV   ／ 53 台(H29)→  59 台(R1) 

となっており、一定の効果が得られている。 

（(一社）次世代自動車振興センター補助金交付台数、およびディ

ーラー聞き取りより） 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

 ○：効率化は図られている  △：向上の余地がある  

(評価) 

○ 
定期的に「FCV 普及推進会議」を開催することで、県内の市町村・

自動車製造事業者・インフラ事業者等と連携しながら、効率的に

事業を実施している。 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 
 EV・PHV については、航続距離や充電環境等の利便性を引き続き広く周知・

ＰＲしていく必要がある。 

 FCV については、県内全域における認知度向上及び利用環境の整備が課題

である。 

（次年度の方向性） 
・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

岐阜県には自動車産業に関わる企業が多く、次世代自動車の普及は新たな

県内産業の振興にも貢献する。 

また、低炭素化社会の実現など産業・環境など多くの面で効果が期待でき

るため、引き続き継続していく必要がある。 
 
（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 

組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 



 

予 算 要 求 資 料 

令和３年度当初予算   支出科目 款：商工費 項：商工費 目：工鉱業振興費 

事業名 地産地消型エネルギーシステム機運醸成事業費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

         商工労働部 新産業・エネルギー振興課 エネルギー係 

電話番号：058-272-1111（内 3111） 

E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp 

 

１ 事業費   2,000 千円（前年度予算額：2,000 千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 2,000 0 0 0 0 0 0 0 2,000 

要求額 2,000 0 0 0 0 0 0 0 2,000 

決定額 2,000 0 0 0 0 0 0 0 2,000 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

平成 28 年 3 月に策定した「岐阜県次世代エネルギービジョン」において、

再生可能エネルギーの創出、省エネルギーの推進と並び、再生可能エネルギ

ーを活用した地産地消型エネルギーシステムの構築を推進している。 

平成 24 年の固定価格買取制度の開始以降、本県でも太陽光発電を中心に

地域資源を活かした発電事業は大きく伸びているが、この制度による大手電

力会社への売電だけでは地域へのメリットがないことから、市町村、地域住

民及び地元事業者が参画することで、利益を地域へ還元する仕組みの確立を

図る必要がある。 

また、地産地消型エネルギーシステムの実現には、中山間地域等で創出し

た再生可能エネルギーを都市部等で利用するための貯蔵・輸送・供給などの

面的利用が必要であり、この手段として水素利活用は不可欠である。 

そこで本事業では、市町村や地元事業者を対象としたフォーラムの開催や

外部専門家等の派遣を通じて、地産地消型エネルギーシステム構築に向けた

機運を醸成するとともに、県民を対象とした水素利活用に関する普及啓発活

動を実施することで、水素利活用に関する理解促進を図る。 

（２）事業内容 

①エネルギー地産地消フォーラムの開催 

市町村、地域住民及び地元事業者主導による地産地消型エネルギーシス



 

 

テム構築の機運醸成を促すためのフォーラムを開催。 

②事業の進捗に応じた支援 

地産地消型エネルギーシステムの構築を具体的に検討する市町村等に対

して、外部専門家（事業者、専門技術者、学識経験者等）や研究開発推進

専門職（エネルギー活用コーディネーター）を派遣し、事業化支援を実施。 

  平成２９年度から令和２年度にかけて、県下各圏域において、地域資源

の特徴を生かしたエネルギーの創出とその利用について、具体的な実証例

をもとに専門家による紹介と解説を実施。 

③水素利活用普及啓発活動の実施 

  県民の水素利活用に関する理解を深めるための普及啓発イベントや水素

モビリティの展示会・試乗会を実施。 

（３）県負担・補助率の考え方 

県のエネルギー施策の基本方針となる「岐阜県次世代エネルギービジョン」

の重点プロジェクトである地産地消型エネルギーシステムの構築を推進する

ため、地域特性ごと又は、エネルギー種類ごとに事業モデルを確立し、その事

業を類型として、県内各地に展開するために必要であることから、県が経費の

一部を負担。 

（４）類似事業の有無 

無 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額（千円） 事業内容の詳細 

報償費 21 専門家派遣費用 

旅費 48 専門家派遣費用 等 

需用費 485 消耗品、パンフレット印刷費 等 

役務費 30 FC バス保険料 

使用料 312 イベント会場使用料、備品使用料 

委託料 1,104 地産地消フォーラム開催費、FC バス警備費 

合計 2,000  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

【岐阜県次世代エネルギービジョン(平成 28 年 3 月策定)】 

・再生可能エネルギーを活用した、地産地消型エネルギーシステムの構築

を３つの重点プロジェクトの一つとして推進することを定めている。 



 

 

事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 
□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか 

 地産地消型エネルギーシステムの構築等による地域活性化の実現 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業 

開始前 
指標の推移 現在値  目 標 達成率 

地産地消型エネルギ

ーシステムの構築 

0 件 

（H24） 

 

（H ） 

 

（H ） 

1 件 

（R2） 

3 件 

（R3） 
33.3％ 

再生可能エネルギ

ー創出量 

5.63PJ 

（H24） 

 

（H ） 

 

（H ） 

15.74PJ 

（R1） 

15.03PJ 

（R12） 
104.7％ 

○指標を設定することができない場合の理由 

（前年度の取組） 

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等） 

市町村、地域住民及び事業者向けに、他県の成功事例や事業推進のノウハ

ウを紹介するフォーラムを飛騨、西濃において開催し、同地域における地産

地消型エネルギーシステム構築の機運を醸成した。 

また、岐阜圏域において次世代クリーンエネルギーである水素に特化した

フォーラムを実施し、水素社会を実現するための機運を醸成した。 

（前年度の成果） 

・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果 

フォーラム参加者を中心に、飛騨、西濃において地産地消型エネルギーシ

ステム構築の機運を高められるとともに、岐阜圏域で実施した次世代のクリ

ーンエネルギーとして活躍が期待される水素エネルギーの普及・啓発を実施

することで水素社会の機運を高めることができた。 

また、フォーラム開催後に人材育成研修を実施することで、研修参加希望

者が増加し、事業を効果的に実施することができた。 

 

 

 

 

 



 

 

２ 事業の評価と課題 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

 ○：必要性が高い  △：必要性が低い 

(評価) 

 

○ 

 

県内で地域内に賦存する資源で創出したエネルギー（電力）の

量は大きく増加しているが、小規模な太陽光発電を除けば、事業

の実施には多額の初期投資・技術的ノウハウ等が必要となり、現

状は県外の大規模資本による開発案件がその大半を占めている。 

そのため、地域資源を消費しているにもかかわらず、地元への

還元は限定的で、資本の域外流出が続いている。 

この現状を改善するため、市町村、地域住民及び地元企業の関

連事業にエネルギー事業への参画を促し、利益を地元に還元する

仕組みを確立する必要がある。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

 ○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている 

 △：まだ期待どおりの成果が得られていない 

（評価） 

○ 

県内の再生可能エネルギー創出量の推移は、 

 H24：5.63PJ → R1：14.29PJ 

となっており、一定の効果が得られていると推察される。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

 ○：効率化は図られている  △：向上の余地がある  

(評価) 

○ 

 市町村や有識者等と定期的に意見交換を行うことで、地域のニ

ーズ・動向を把握しながら効率的に事業を推進している。 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 
市町村、自治会（地域住民）及び事業者など関与する団体が多いため、市

町村によるリーダーシップの発揮が重要となる。 

（次年度の方向性） 
・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

エネルギーの地産地消に有効な次世代クリーンエネルギーである水素の活

用を積極的に普及・啓発するためのフォーラムやイベント等を実施する。ま

た、具体的な事業検討がされている地域へ外部専門家を派遣することにより、

地産地消型エネルギーシステムの構築を支援する。 

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 
組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 



予 算 要 求 資 料 

令和３年度当初予算   支出科目 款：商工費 項：商工費 目：工鉱業振興費 

事業名 ヘルスケア産業海外展開支援事業費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

                商工労働部 新産業・エネルギー振興課 成長産業係  

                 電話番号：058-272-1111（内 2935） 

 E-mail ：c11353@pref.gifu.lg.jp 

１ 事業費    3,745 千円（前年度予算額：6,000 千円） 

＜財源内訳＞  

 

区 分 

 

事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財産

収入 

寄附金 その他 県 債 一 般 

財 源 

前年度 6,000 0 0 0 0 0 0 0 6,000 

要求額 3,745 0 0 0 0 0 0 0 3,745 

決定額 3,745 0 0 0 0 0 0 0 3,745 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

県では「航空宇宙」「次世代エネルギー」「ヘルスケア（医療福祉機器）」

「食品」「医薬品」の５分野を成長産業分野と位置付け、重点的に支援を実

施している。「医療福祉機器」分野では、自動車や航空機の分野で培った高

度なモノづくり技術を有する県内中小企業等による新規参入・事業拡大の

促進を図っている。 

これまで県では、モノづくり企業による医療福祉機器の開発及び国内販

路開拓を中心に支援してきたが、近年では、さらなる事業拡大を目指し、

海外市場に関心を示す企業が現れてきた。しかしながら、地方の中小企業

が単独で海外メーカー等の認知を得るには非常に壁が高く、相当の時間と

労力を要しているのが現状である。 

そこで、県内モノづくり企業が、できるだけ効果的に海外取引の糸口を

掴み、同時に海外展開のノウハウを身に着けていくことができるよう、行

政の支援を強化する必要がある。 

（２）事業内容 

世界中の医療機器メーカーや代理店、医療従事者等が集まる有望な海外

展示会のジャパンパビリオン内に県がブースを確保し、世界的に評価が高



い日本品質であることを追い風に、県のモノづくり産業の高い技術力を直

接海外メーカー等へアピールするとともに、出展企業による個別のビジネ

スマッチングの支援を行う。 

（３）県負担・補助率の考え方 

「岐阜県成長・雇用戦略」に位置付けた、成長産業分野における企業支援

事業であり、積極的に推進する必要がある。 

（４）類似事業の有無 

・医療福祉機器産業以外を対象とした海外展開支援事業 

（（公財）岐阜県産業経済振興センターによる航空宇宙産業や地場産業等

を対象とした海外展開支援事業） 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額（千円） 事業内容の詳細 

報償費 42 出展企業選定評価員謝金 

旅費 306 職員旅費、費用弁償 

需用費 1 会議費 

役務費 150 通信運搬費 

委託料 760 通訳手配等 

使用料及び賃借料 112 展示会入場料等 

負担金、補助金及び

交付金 
2,374 展示会小間代 

合計 3,745  

 

 決定額の考え方  

  

  

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

県では、「岐阜県成長・雇用戦略」において「医療福祉機器分野」を成長

産業分野に位置付けてきており、重点的に支援を図ることとしている。 

（２）国・他県の状況 

   大規模な海外展示会において自治体ブース等を確保し、企業の出展を支援 

   ・東京都、福島県、横浜市、さいたま市、浜松市 等 

（３）事業主体及びその妥当性 

      本事業は、県とモノづくり企業が連携することにより、海外での企業の与 

    信力を効果的に高めることを目的としているため、県が実施することが妥当 

である。



事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 
□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか 

 ５年程度をかけ県内モノづくり企業の海外での与信力、認知度を着実に高

めるとともに、企業に海外展開のノウハウを蓄積し、事業拡大を目指す。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(H30 年度末) 

現在値 

(R2 年度末) 

目標 

(R5 年度末) 

達成率 

 

 海外展示会等出展支援企業数 0 社 2 社 延べ 10 社 20.0％ 

 

○指標を設定することができない場合の理由 

（前年度の取組） 

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等） 

海外展示会「Arab Health 2021」のジャパンパビリオン内に県がブースを

確保し出展支援するため、出展支援候補者２社を選定した。 

 

（前年度の成果） 

 
 
 
 

 

 

・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、開催日が令和３年２月１日

（月）～４日（木）から令和３年６月 21 日（月）～24 日（木）に延期とな

った。 

 

 

 



２ 事業の評価と課題 

 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

○：必要性が高い、△：必要性が低い  

(評価) 

 

 

○ 

県内モノづくり企業は、これまでに医療福祉機器の開発及び国

内販路開拓を中心に事業拡大の努力をしてきたが、近年では、さ

らなる事業拡大を目指して海外市場に関心を示す企業が現れてき

た。しかしながら、地方の中小モノづくり企業が単独で海外メー

カー等の認知を得るのは非常に壁が高く、相当の時間と労力を要

しているのが現状である。そのため、本事業により県が支援する

必要性は高い。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

 ○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得

られていない  

（評価） 

○ 

 

海外展示会「Arab Health 2021」のジャパンパビリオンに県内

企業２社を出展支援することにより、海外医療機器メーカー等と

のマッチングが期待できる。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

 ○：効率化は図られている、△：向上の余地がある  

(評価) 

○ 

 

海外展示会「Arab Health 2021」のジャパンパビリオンに県内

企業を出展支援することにより、県内の医療用機械器具・医療用

品製造業の製造品出荷額等の増加が見込める。 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 

 単年度では、海外での与信力、認知度を高める効果の即効性は期待できな

いため、一定期間の事業実施（積み重ね）が必要である。 

（次年度の方向性） 

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

次年度以降も、県内企業の認知度を高め、海外展開のノウハウを蓄積する

ため、海外展開支援を継続実施する。 

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 

組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 



 

予 算 要 求 資 料 

令和３年度当初予算  支出科目 款：商工費 項：商工費 目：企業立地対策費 

事業名 科学技術振興センター中央監視システム更新工事費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

                商工労働部 新産業・エネルギー振興課 成長産業係 

                        電話番号：058-272-1111（内 2935） 

                    E-mail ：c11353@pref.gifu.lg.jp 

 

１ 事業費   76,630 千円（前年度予算額：  114,140 千円） 

   総額 190,770 千円 

（債務負担行為-R2：113,500 千円・R3：76,100 千円） 

（工事Ⅰ期-R1：0 千円・R2：113,500 千円、工事Ⅱ期-R2：0 千円・R3：76,100 千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 114,140 0 0 0 0 0 0 102,700 11,440 

要求額 76,630 0 0 0 0 0 0 0 76,630 

決定額 76,630 0 0 0 0 0 0 68,900 7,730 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

  岐阜県科学技術振興センターの中央監視システムは、各設備（受変電・電気・

熱源・空調・衛生・計量他）を安全・快適・省エネとなるように統合して管理

点数約 500 点の項目を常時監視及びコントロールしている大変重要な設備で

ある。 

使用中の中央監視システムは導入から 22 年（メーカー推奨耐用年数 15 年）

が経過し、経年劣化により故障、不具合が生じる恐れがある。また、同システ

ムは既に製造中止となっており、保守部品も平成 26 年に製造が中止している

ため修理ができない状況である。本システムが故障した際にはセンターの運営

に多大な支障をきたす恐れがあるため、早急な対応が必要となっている。 

 

 

 



 

 

（２）事業内容 

  本システムの更新にあたり、平成 29 年度に基本計画、平成 30 年度に実施計

画を策定し、令和元年から更新工事を実施している。 

 

（３）県負担・補助率の考え方 

  全額県負担 

指定管理者との協定により、1 カ所あたり 60 万円以上となる施設の修繕

については、県が負担することとしている。 

 

（４）類似事業の有無 

県民ふれあい会館、ぎふ清流文化プラザ、岐阜メモリアルセンターにおいて

も、所管課が中央監視システムの更新を行っている。 

  科学技術振興 

センター 

ふれあい福寿 

会館 

ぎふ清流文化 

プラザ 

岐阜メモリアル

センター 

装置設置年月 H10 年 11 月 H5 年 10 月 H6 年 11 月 H2 年 3 月 

装置更新年 R1～3 年(予定） H29～30 年 H27 年 H22 年 

更新時 

経過年数 

23 年経過で更新 

(予定) 
25 年経過で更新 

21 年経過で 

更新 
20 年経過で更新 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額（千円） 事業内容の詳細 

工事請負費 76,100  

事務費 530 旅費 50 消耗品費 360 燃料費 50 役務費 70  

合計 76,630  

 

 決定額の考え方  

 財源に県債を充当します。 

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

  県有施設中長期保全計画（管財課）に位置づけ 

   H29 年度：基本計画 

   H30 年度：実施設計 

   R1 年度・R2 年度：工事Ⅰ期（R2 年度に２ヵ年分支払） 

   R2 年度・R3 年度：工事Ⅱ期（R3 年度に２ヵ年分支払（予定）） 



 

 

事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 

□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか 

 岐阜県科学技術振興センターの中央監視システムを更新し、常に安心した

センター利用状態を維持する。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業 

開始前 
指標の推移 

現在値 

(前 々 年 度 末 時 点 )  
目 標 達成率 

 

 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

％ 

 

  

（H ） 

 

（H ） 

 

（H ） 

 

（H ） 

 

（H ） 

％ 

 

○指標を設定することができない場合の理由 

（前年度の取組） 

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等） 

 「岐阜県科学技術振興センター中央監視システム更新工事」の実施 

Ⅰ期 受注者：濃尾電気（株） 

    工 期：令和元年７月～令和２年６月 

   Ⅱ期 受注者：濃尾電気（株） 

      工 期：令和２年１１月～令和３年７月 

（前年度の成果） 

・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果 

 策定した実施設計を基に、中央監視システムの更新工事Ⅰ期を完了し、Ⅱ

期を開始した。 

 

 

 施設設備等の更新工事を行うものであり、具体的な達成目標を設定できない。 



 

 

２ 事業の評価と課題 

 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

 ○：必要性が高い  △：必要性が低い 

(評価) 

 

○ 

 

岐阜県科学技術振興センターは開館から 22 年が経過し、経年劣

化により施設設備等の修繕や備品の更新が必要となっているなか

で、県民に安心して利用していただくため、適切な維持管理を行

っていく必要がある。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

 ○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている 

 △：まだ期待どおりの成果が得られていない 

（評価） 

○ 

 計画的に修繕を実施することで、故障時の対応が容易にでき、

会議室やホールの貸出休止等を防ぐことができる。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

 ○：効率化は図られている  △：向上の余地がある  

(評価) 

○ 

 指定管理者からセンターの運営に支障がない日程等を聞き取り

ながら、計画的に実施している。 

 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 

開館から 22 年が経過することから、老朽化した中央監視システムを更新

し、今後、適切な維持管理が必要となる。 

 

（次年度の方向性） 

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

 更新した中央監視システムの故障対応等、適切な維持管理に努める。 

 

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 

組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 



 

予 算 要 求 資 料 

令和３年度当初予算  支出科目 款：商工費 項：商工費 目：企業立地対策費 

事業名 科学技術振興センター照明器具更新工事費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

                 商工労働部 新産業・エネルギー振興課 成長産業係 

                        電話番号：058-272-1111（内 2935） 

                               E-mail ：c11353@pref.gifu.lg.jp 

 

１ 事業費   195,926 千円（前年度予算額：4,400 千円） 

＜財源内訳＞  

区 

分 
事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 4,400 0 0 0 0 0 0 3,900 500 

要求額 195,926 0 0 0 0 0 0 0 195,926 

決定額 186,130 0 0 0 0 0 0 167,500 18,630 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

  岐阜県科学技術振興センターの照明器具は、設置から 22 年が経過しており、

経年劣化による安定器等の損傷が多くなっている。また、蛍光灯等の部品製造

を終了したメーカーもあり、修繕できないことが見込まれる。 

照明器具が使用できなくなった場合、適正な室内環境を維持できなくなり、

センターの運営に多大な支障をきたす恐れがあるため、早急な更新工事が必要

となる。 

 

（２）事業内容 

  照明器具の更新にあたり、令和 2 年度に策定した実施設計に基づき、令和 3

年度に更新工事を実施する。 

  〇総事業費：200,326 千円 

   <内訳>実施設計： 4,400（R2） 

      工 事 費：195,393（R3） 

      事 務 費：  533（R3） 

 

 



 

 

（３）県負担・補助率の考え方 

  全額県負担 

指定管理者との協定により、1 ヵ所あたり 60 万円以上となる施設の修繕

については、県が負担することとしている。 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額（千円） 事業内容の詳細 

工事請負費 195,393  

事務費 533 旅費 120 消耗品費 253 燃料費 60 役務費 100 

合計 195,926  

 

 決定額の考え方  

 事業内容を精査し、所要額を計上します 

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

  県有施設中長期保全計画（管財課）に位置づけ 

   R2 年度：実施設計 

   R3 年度：工事 



 

 

事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 

□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか 

 岐阜県科学技術振興センターの照明器具を更新し、常に快適なセンター利

用状態を維持する。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業 

開始前 
指標の推移 

現在値 

(前 々 年 度 末 時 点 )  
目 標 達成率 

 

 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

 

（H  ） 

％ 

 

  

（H ） 

 

（H ） 

 

（H ） 

 

（H ） 

 

（H ） 

％ 

 

○指標を設定することができない場合の理由 

（前年度の取組） 

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等） 

 「岐阜県科学技術振興センター照明器具更新実施設計」の策定 

   

   

（前年度の成果） 

・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果 

 策定した実施設計を基に、照明器具の更新を行う。 

 

 

 

施設設備等の更新工事であり、具体的な達成目標を設定できない。 



 

 

２ 事業の評価と課題 

 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

 ○：必要性が高い  △：必要性が低い 

(評価) 

 

○ 

 

 岐阜県科学技術振興センターは開館から 22 年が経過し、経年劣

化により施設設備等の修繕や備品の更新が必要となっているなか

で、県民に快適に利用していただくため、適切な維持管理をする

必要がある。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

 ○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている 

 △：まだ期待どおりの成果が得られていない 

（評価） 

〇 

 

計画的に更新を実施することで、故障時の対応が容易にでき、

会議室や入居者が快適に利用できる。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

 ○：効率化は図られている  △：向上の余地がある  

(評価) 

〇 

 

 指定管理者からセンターの運営に支障がない日程等を聞き取り

ながら、計画的に実施する。 

 

（今後の課題） 

・事業が直面する課題や改善が必要な事項 

 岐阜県科学技術振興センターは、開館から 22 年が経過し、経年劣化による

照明器具の故障が懸念される。また、蛍光灯等の部品製造を終了したメーカ

ーもあり、修繕できないことが見込まれるため、照明器具の更新が必要であ

る。 

 

（次年度の方向性） 

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今

後どのように取り組むのか 

 令和２年度に策定した実施設計を基に、照明器具の更新工事を実施する。 

 

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 

組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 


